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１．地球温暖化問題に関する国内外の動向 

（１）気候変動の影響 

地球温暖化問題は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基盤に関

わる安全保障の問題と認識されており、最も重要な環境問題の一つとされています。既に世

界的にも平均気温の上昇、雪氷の融解、海面水位の上昇が観測されているほか、我が国にお

いても平均気温の上昇、暴風、台風等による被害、農作物や生態系への影響等が観測されて

います。地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号。以下「地球温暖化対

策推進法」という。）第 1 条において規定されているとおり、気候系に対して危険な人為的干

渉を及ぼすこととならない水準で大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させ、地球温暖化を

防止することは人類共通の課題とされています。 

2015 年 3 月には、中央環境審議会により「日本における気候変動による影響の評価に関す

る報告と今後の課題について」が取りまとめられました。この中で、我が国において重大性

が特に大きく、緊急性も高いことに加え、確信度も高いと評価された事項は、「水稲」、「果樹」、

「病虫害・雑草」、「洪水」、「高潮・高波」、「熱中症」等の 9 つでした。 

こうした評価を背景として、政府は、2015 年 11 月に「気候変動の影響への適応計画」を

閣議決定しました。この計画では、いかなる気候変動の影響が生じようとも、適応策の推進

を通じて当該影響による国民の生命、財産及び生活、経済、自然環境等への被害を最小化あ

るいは回避し、迅速に回復できる、安全・安心で持続可能な社会の構築を目指すこととして

います。 

同計画においては、気候変動の影響評価結果として、例えば、「農業、森林・林業、水産業」

分野において、一等米比率の低下が予測されていることや、「自然災害・沿岸域」分野におい

て、大雨や短時間強雨の発生頻度の増加や大雨による降水量の増大に伴う水害の頻発化・激

甚化が予測されていることが記載されています。 

地方公共団体においては、地域住民の生活に関連の深い様々な施策を実施していることか

ら、地域レベルで気候変動及びその影響に関する観測・監視を行い、その地域の気候変動の

影響評価を行うとともに、その結果を踏まえて、各地方公共団体が関係部局間で連携し推進

体制を整備しながら、自らの施策の中に適応を組み込む等、総合的かつ計画的に取り組むこ

とが重要であるとされています。 

 

（２）地球温暖化対策を巡る国際的な動向 

2015 年 9 月の国連総会において採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」

は、持続可能な開発目標（SDGs）として 17 のゴール及び 169 のターゲットを提示していま
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す。この中には、水・衛生、エネルギ

ー、持続可能な都市、持続可能な生産

と消費、気候変動、陸域生態系、海洋

資源といった地球環境そのものの課題

等が数多く含まれており、地球環境の

持続性に対する国際的な危機感が現れ

ています。 

特に気候変動による影響は我が国に

も及んでおり、自然災害のリスク増幅

が懸念されています。気候変動に関す

る政府間パネル（IPCC）第 5 次評価

報告書によると、気候システムの温暖化には疑う余地がないとされています。こうした気候

変動への対応として 2016 年 11 月 4 日に発効されたパリ協定では、歴史上初めて先進国・途

上国の区別なく、温室効果ガス削減に向けて自国の決定する目標を提出し、目標達成に向け、

取り組むことを規定した実効的な枠組みであり、産業革命前からの世界の平均気温上昇を 2℃

より十分低く保ち、1.5℃に抑える努力を追及すること等を目標としています。 

パリ協定では、附属書 I 国（いわゆる先進国）と非附属書 I 国（いわゆる途上国）という

附属書に基づく固定された二分論を超えた全ての国の参加、5 年ごとに貢献（nationally 

determined contribution）を提出・更新する仕組み、適応計画プロセスや行動の実施等を規

定しており、国際枠組みとして画期的なものと言えます。 

 

（３）地球温暖化対策を巡る国内の動向 

政府は、2015 年 7 月 17 日に開催した地球温暖化対策推進本部において、2030 年度の温室

効果ガス削減目標を、2013 年度比で 26.0％減（2005 年度比で 25.4％減）とする「日本の約

束草案」を決定し、同日付で国連気候変動枠組条約事務局に提出しました。 

また、同年 12 月のパリ協定の採択を受け、政府は同年 12 月 22 日に開催した地球温暖化

対策推進本部において「パリ協定を踏まえた地球温暖化対策の取組方針について」を決定し、

「地球温暖化対策計画」を策定することとしました。 

その後、中央環境審議会・産業構造審議会の合同会合を中心に検討を進め、2016 年 3 月 15

日に開催した地球温暖化対策推進本部において「地球温暖化対策計画（案）」を取りまとめ、

パブリックコメントを行いその後 2016 年 5 月 13 日、「地球温暖化対策計画」が閣議決定さ

れました。 

地球温暖化対策計画は、我が国の地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

地球温暖化対策推進法第 8 条に基づいて策定する、我が国唯一の地球温暖化に関する総合的

な計画です。この中では、地方公共団体の役割として、自ら率先的な取組を行うことにより、

区域の事業者・住民の模範となることを目指すべきであるとされています。 

図 持続可能な開発目標（SDGs）の 17 のゴール 
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２．赤平市地球温暖化対策実行計画の基本方針 

本市は、「あふれる笑顔 輝く未来を創造するまち」の実現に向け、2009 年度から 2018

年度までの 10 年間を計画期間とする「第 5 次赤平市総合計画」を策定しました。 

この「第 5 次赤平市総合計画」においては、基本目標の一つに「ゆとりと潤いのある快適

な生活を支えましょう」を掲げていますが、豊かな資源と現在の環境を守ることにより自然

と調和したやさしいまちづくりを推進するため、本市が実施している事務・事業に関する「第

2 次赤平市地球温暖化対策実行計画～赤平市役所エコオフィス化計画～」（以下「実行計画」

又は「本実行計画」という。）を策定します。 
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１．前実行計画の策定経緯及び概要 

赤平市では、赤平市地球温暖化対策実行計画（第 1 次）（以下「前実行計画」という。）を

以下のとおり策定し、地球温暖化対策に取り組んできました。 

 

表 赤平市地球温暖化対策実行計画策定の経緯 

策定年月 計画名 基準年度 計画年度 削減目標 

2011 年 2 月 

赤平市地球温暖化対策 

実行計画 

～赤平市役所ｴｺｵﾌｨｽ化計画～ 

2009 年度 

2010 年度 

～ 

2014 年度 

（5 年間） 

基準年度比 

5％削減 

 

２．温室効果ガス総排出量の算定範囲及び算定方法 

前実行計画では、庁舎、交流センター、小・中学校、幼稚園、保育所、消防本部、市立赤

平総合病院（現あかびら市立病院）のほか、全ての市の施設及び公用車を対象とし、市が行

う事務・事業（原則として委託事業を除き、燃料費・電気料を負担している場合は算出する。）

で、排出係数は、計画の実施状況の評価、把握等を行うため、地球温暖化対策の推進に関す

る法律施行令第 3 条に定められた係数（基準年度の排出係数）を固定して使用することとし

ています。 

 

３．温室効果ガス総排出量の推移及び内訳 

前実行計画の計画期間である、2010 年度から 2013 年度の温室効果ガスの排出量の推移は、

次項のとおりです。 

前実行計画の基準年度（2009 年度）の事務事業に伴う温室効果ガス排出量は 6,647t-CO2

でした。2010 年度には 2009 年度比で 1.5％増加の 6,744t-CO2、2011 年度には新市民プール

の運用開始などがあったことから 6.4％増加の 7,073t-CO2となりました。また、2012 年度に

は 6,961t-CO2と 4.7％の増加、2013 年度には 6,708t-CO2と 0.9％の増加と、前年からは減

少したものの、目標達成には至りませんでした。 

2013 年度の使用燃料ごとの排出量を項目別に見ると、電気からの排出量が 53.4％と最も多

く、次いで A 重油が 30.6％であり、合わせて全体の 84.0％を占めていました。 

第２章 計画改定の趣旨 
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図 温室効果ガス排出量の推移 

 

 

図 使用燃料ごとの排出量（2013年度） 

 



6 

 

 

４．温室効果ガス総排出量の分析結果 

（１）各カテゴリーの分析結果 

本市の事務事業における CO2排出量について、庁舎等、病院、公用車の３つのカテゴリー

に分類した際の CO2排出量の推移は以下のとおりです。 

CO2排出量の推移を見ると、病院、公用車については、2013 年度の排出量は、基準年度（2009

年度）からそれぞれ 0.5％、16.8％の減少となっていますが、庁舎等は 2011 年度をピークと

して 3.6％の増加となっています。 

 

図 カテゴリー別排出量の推移 

 
表 カテゴリー別排出量の推移 

(単位：t-CO2) 

 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 

庁舎等 3,954 4,071 4,426 4,224 4,095 

病院 2,293 2,276 2,208 2,293 2,281 

公用車 400 396 440 445 333 

合計 6,647 6,744 7,073 6,961 6,708 
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（２）各カテゴリーの排出量 

ア 庁舎等の施設 

庁舎等の施設のCO2排出量は 2011

年度をピークに基準年度比（2009 年

度比）で 11.9％増加したもの、年々

減少し、2013 年度では、基準年度比

（2009 年度比）で 3.6％の増加に留

まりました。 

項目別では、全体の 99％を占める

A 重油、灯油、電力は、灯油に関して

は減少しているものの、A 重油、灯油

については、2013 年度では基準年度

比（2009 年度比）でそれぞれ、1.7％、

5.1％の増加となっています。 

 

図 使用燃料ごとの排出量（2013年度） 

 

 

図 排出量の推移 

 

Ａ重油
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灯油

17%
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軽油
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0%
電力

66%

Ａ重油 灯油 ガソリン 軽油 ＬＰガス 電力
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表 排出量の推移 

     (単位：t-CO2) 

項目 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 

A 重油 661.0 690.5 682.9 702.3 672.0 

灯油 693.7 744.5 744.5 691.2 676.4 

ガソリン 6.0 8.9 8.5 9.7 9.9 

軽油 12.9 23.9 19.8 22.5 23.7 

LP ガス 17.8 17.9 17.8 18.8 18.8 

電力 2,562.8 2,585.8 2,952.2 2,779.1 2,694.1 

合計 3,954.2 4,071.5 4,425.7 4,223.6 4,094.9 

 

イ 病院 

病院の CO2排出量は 2010 年度、2011 年度と

減少したものの、施設の老朽化も一因と思われ、

2012 年度には基準年度（2009 年度）と同等程

度となりました。2013 年度には基準年度比

（2009 年度比）で 0.5％の削減としています。

その他の項目別では、A 重油、灯油、LP ガス、

電力がほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

図 排出量の推移 

Ａ重油

61%

灯油

0%

ＬＰガス
0%

電力

39%

Ａ重油 灯油 ＬＰガス 電力

図 使用燃料ごとの排出量（2013年度） 
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表 排出量の推移 

     (単位：t-CO2) 

項目 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 

A 重油 1,382.1 1,355.0 1,300.8 1,382.1 1,382.1 

灯油 2.1 6.5 7.8 8.6 4.8 

LP ガス 9.8 8.8 10.6 10.2 9.4 

電力 898.9 905.6 888.4 891.9 884.7 

合計 2,292.9 2,275.9 2,207.6 2,292.8 2,281.0 

 

ウ 公用車 

公用車の CO2排出量は基準年度比（2009 年度

比）で 2011 年度・2012 年度と立て続けに増加し

たものの、2013 年度には基準年度比（2009 年度

比）で 16.7％の削減を達成しています。 

項目別では、ガソリンは、2011 年度をピークに

増加しましたが、2013 年度には基準年度比（2009

年度比）で 24.4％の削減、軽油は、2012 年度を

ピークに増加しましたが、2013 年度には基準年

度比（2009 年度比）で 15.0％の削減と推移して

います。 

 

図 排出量の推移 

 

ガソリ

ン

17%

軽油

83%

ガソリン 軽油

図 使用燃料ごとの排出量（2013 年度） 
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表 排出量の推移 

     (単位：t-CO2) 

項目 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 

ガソリン 75.8 87.8 92.5 86.9 57.3 

軽油 323.8 308.5 347.6 357.9 275.2 

合計 399.6 396.3 440.1 444.8 332.5 

 

５．前実行計画の取組の実施状況及び目標達成状況 

前実行計画の計画期間である、2010 年度から 2014 年度の温室効果ガスの排出量の推移は、

前述のとおりであり、基準年度（2009 年度）より最終年度（2014 年度）の温室効果ガス総

排出量を 5％削減することを目標としてきましたが、2013 年度で 0.93％の増加となり、目標

に到達していません。 

なお、この状況を使用燃料別で見ると、ガソリン、軽油は、排出量 5％以上の削減目標を

達成できましたが、A 重油、灯油、LP ガス、電力は、排出量 5％以上の削減目標を達成でき

ず、1.8％の増加となりました。 

 

６．計画改定の方針 

本実行計画は、国の削減目標に即しつつ、これまでの取組を踏まえ、特に温室効果ガスの

排出割合の高い電力及び庁舎等燃料の使用について業務の効率化を図るとともに、全職員に

取組の周知徹底を図ります。   

また、建築物の建設・管理等における配慮を行うなど温室効果ガスの排出削減の取組を着

実に進められるように改定します。 
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１．事務事業編の目的 

地球温暖化対策推進法第 21 条第 1 項には、地方公共団体に対して「温室効果ガスの排出の

量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置に関する計画」（地方公共団体実行計

画）の策定を義務づけています。 

本実行計画は、同条に基づき地方公共団体が自ら排出する温室効果ガスの抑制のための計

画として位置付けるものとし、本市の事務事業に伴って排出される温室効果ガス削減に向け

て、省エネルギー・省資源行動を遂行し、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な循環型

社会の構築に貢献するとともに、職員自らが環境に配慮した行動を率先実行することにより、

取組の全市的な普及に努めることを目的とします。 

 

２．事務事業編の対象とする範囲 

地球温暖化対策推進法第 21 条に基づき、指定管理者制度導入など外部の委託により管理さ

れる施設も含め、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）に定められた赤平市の全ての行政事

務を対象とします。（対象施設一覧は参考資料 2 参照）。 

ただし、指定管理者制度等により専ら町内活動に利用されている下記の施設は、温室効果

ガス排出量の算定対象外とし、排出量抑制の取組について協力を要請することとし、個人使

用である市営住宅は、対象外とします。 

 

表 算定対象外施設 

福栄地区集会所 平岸東町会館 寿の家豊里老人クラブ 

百戸コミュニティセンター 住友生活館 寿の家茂尻老人クラブ 

茂尻地区集会所 豊栄生活館 寿の家住友老人クラブ 

日の出地区集会所 茂尻生活館 寿の家若木町老人クラブ 

コミュニティセンター住吉獅子会館 平岸生活館 老人研修センター 

豊丘地区集会所 若木生活館 寿の家茂尻新町老人クラブ 

共和地区集会所 赤間生活館 寿の家茂尻春日町老人クラブ 

豊里ふるさと会館 文京生活館 寿の家昭和町老人クラブ 

泉町会館 寿の家茂尻栄町老人クラブ エルムの里ほろおか交流センター 

 

第３章 基本的事項 
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３．対象とする温室効果ガスの種類 

対象となる温室効果ガスは、地球温暖化対策推進法第 2 条第 3 項において以下の 7 種類の

ガスが規定されています。市の事務事業で排出される温室効果ガスはほとんどが CO2である

ことから、当面の間は CO2を対象とし、削減目標を設定することとします。その他の温室効

果ガスについては、排出源が多岐にわたるため、次の実行計画見直し時までに算定方法を確

立できるように取組みます。 

表 温室効果ガスの概要 

温室効果ガスの種類 主な発生源 

二酸化炭素(CO2) ・施設での電気、熱や燃料（プロパンガス、灯油、重

油など）の使用 

・公用車での燃料（ガソリンなど） 

・廃棄物の焼却 

メタン(CH4) ・施設でのボイラー、家庭用機器での燃料の使用 

・自動車の走行 

・廃棄物の焼却 

・下水、し尿、雑排水の処理 

一酸化二窒素(N2O) ・施設でのボイラー、家庭用機器での燃料の使用 

・自動車の走行 

・廃棄物の焼却 

・下水、し尿、雑排水の処理 

ハイドロフルオロカーボン

(HFC) 

・カーエアコンの使用、廃棄 

・噴霧器、消火器の使用、廃棄 

パーフルオロカーボン (PFC) ・半導体の製造、使用、廃棄 

※ 市の事務事業での発生なし 

六ふっ化硫黄(SF6) ・電気設備の電気絶縁ガス 

・半導体の製造、使用、廃棄 

※ 市の事務事業での発生なし 

三ふっ化窒素(NF3) ・半導体の製造等 

※ 市の事務事業での発生なし 

※ 地球温暖化対策推進法施行令第 3条に具体的に列挙されている項目 

 

４．事務事業編の計画期間、見直し予定時期 

国の地球温暖化対策計画に即し、本実行計画の基準年度は 2013 年度とし、計画期間及び目

標年度は 2030 年度とします。 

また、この計画で定めた目標や措置の進捗の程度、地球温暖化対策の国内・国際情勢の変
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化、本市を取り巻く環境の変化等を踏まえ、5 年経過後の 2024 年度に計画の取組状況の精査

を行うものとします。 

５．温室効果ガスの算定方法 

（１）温室効果ガスおよび活動区分ごとの算定方法 

温室効果ガス排出量の算定は、環境省が作成した「温室効果ガス総排出量算定方法ガイド

ライン」（2017 年 3 月）を参考に、温室効果ガスごとに定められた次表の算定方法を用いて

計算します。 

 

表 温室効果ガスごとの算定方法 

温室効果ガス 活動区分 算定方法 活動量把握方法 

二酸化炭素 

（CO2） 

燃料の使用 燃料使用量（L、m3など）

×単位発熱量（MJ/ L、m3

など）×排出係数（kg-CO2/ 

L、Nm3など） 

燃料の使用または購入の

記録等を整理して固有単位

で把握 

他人から供給

された電気の使

用 

電気使用量（kWh）×排

出係数（kg-CO2/kWh） 

請求書等により kWh で

表した電気の使用量を一般

電気事業者とその他の電気

供給者別に把握 

 

（２）温室効果ガスごとの排出係数 

本実行計画で使用する活動項目ごとの排出係数は、次項の表のとおりとします。 

 新電力の活用や再生可能エネルギーの活用による取組効果を反映するために、本実行計画

の計画期間中、電力の排出係数は毎年度更新して排出量を算定します。 

 

表 温室効果ガス排出係数 

調査項目 二酸化炭素（CO2） 

燃料使用 

LP ｶﾞｽ 6.55kg-CO2/m3（3.00 kg-CO2/kg） 

灯油 2.49kg-CO2/L 

A 重油 2.71kg-CO2/L 

ガソリン 2.32kg-CO2/L 

軽油 2.58kg-CO2/L 

電気使用 北海道電力 0.688kg-CO2/kWh 

出典：「温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン」（環境省、2017 年 3 月） 

（電力の排出係数（北海道電力）は「電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排
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出量算定用）－平成２４年度実績－」） 

６．上位計画や関連計画との位置付け 

（１）計画の位置付け 

本実行計画は、市が一事業者、一消費者の立場から取り組んでいく地球温暖化防止対策を

中心とした環境保全に対するものであり、「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 21 条に

基づく、市の事務事業に関する実行計画として位置付けます。 

 

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10年法律第 117号）（地方公共団体実行計画等） 

第 21 条 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、当

該都道府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収

作用の保全及び強化のための措置に関する計画（以下「地方公共団体実行計画」という。）

を策定するものとする。 

 

（２）上位計画・関連計画との関係 

本実行計画は、上位計画である「赤平市総合計画」、関連計画である「赤平市公共施設等総

合管理計画」等と連携・整合を取りつつ、実行します。 

 

 

図 上位計画や関連計画の位置付け 
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１．目標設定の考え方 

国は、「地球温暖化対策計画」において 2030 年度の温室効果ガス削減目標（2013 年度比▲

26％）を掲げており、業務その他部門（▲40％）は本市の事務事業に該当するものです。 

本市においても国と遜色ない取組を実施していくことを前提として、2030 年度には国の削

減目標と同程度の削減を目指すものとします。 

 

２．基準年度とその排出量 

基準年度は前述のとおり、国の地球温暖化対策計画に即し、2013 年度とします。 

 

（１）基準年度の種類別温室効果ガス排出量 

基準年度（2013 年度）の赤平市の事務事業における温室効果ガス総排出量は、一部指定管

理施設も対象とし、2013 年度の排出係数を用いて再計算すると、8,168t-CO2となります。 

 

表 温室効果ガス排出量 

 二酸化炭素排出量（t-CO2） 割合（％） 

庁舎等 5,528.4 67.7 

病院 2,233.4 27.3 

公用車 406.5 5.0 

合計 8,168.3 100.0 

 

第４章 削減目標 

基準年度＝2013年度 
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（２）基準年度の要因別温室効果ガス排出量 

基準年度（2013 年度）における温室効果ガス総排出量を排出要因別に見ると、庁舎等の電

気の使用に伴う排出が 44.8％を占め、次いで庁舎等燃料の使用に伴う排出が 22.8％、病院の

燃料の使用に伴う排出が 14.7％、病院の電気の使用に伴う排出が 12.7％、車両燃料の使用に

伴う排出が 5.0％の順となっています。 

 

表 要因別温室効果ガス排出量（基準年度（2013 年度）） 

項   目 単位 使用量 
CO2換算 

排出量（t-CO2） 割合 

庁舎等燃料の使用 

A 重油 L 469,553 1,089.4  13.3% 

灯油 L 287,723 716.4  8.8% 

軽油 L 10,419 26.9  0.3% 

ガソリン L 4,324 10.0  0.1% 

LP ガス m3 3,559 23.3  0.3% 

庁舎等の電気の使用 kWh 5,323,200 3,662.4  44.8% 

病院の燃料の使用 

A 重油 L 510,000 1,183.2  14.5% 

灯油 L 1,911 4.8  0.1% 

LP ガス m3 1,568 10.3  0.1% 

病院の電気の使用 kWh 1,504,629 1,035.2  12.7% 

車両燃料の使用 
ガソリン L 46,471 107.8  1.3% 

軽油 L 115,789 298.7  3.7% 

合   計 8,168.3  100.0% 
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３．削減目標 

削減目標は、国の「地球温暖化対策計画」と整合を図るために 2030 年度を長期目標年度と

し、その中間目標として、2021 年度を短期目標年度、2023 年度を中期目標年度として定め

ます。 

本実行計画では、国の削減目標である 2030 年度までに 2013 年度比 40%削減と遜色のない

削減目標として、以下のとおり削減目標を定めます。 

 

 

表 削減目標 

 排出量（t-CO2） 
削減率（%） 

2013 年度比 

（参考） 

2013 年度（実際の排出量） 
8,168 ― 

2013 年度 

（現状趨勢ケース） 
7,317 ― 

短期目標 

（2021 年度） 
6,295 14.0 

中期目標 

（2023 年度） 
5,326 27.2 

長期目標 

（2030 年度） 
4,317 41.0 

※現状趨勢（BaU：Business as usual）ケースとは、地球温暖化対策を特に取らず、現状の

まま年月が経った場合の状態のこと。ここでは統廃合が予定されている施設による温室効

果ガス排出量の変動を考慮している。 

 

市役所すべての施設から発生する温室効果ガス排出量を 

【短期目標年度】2021年度までに基準年度比（2013年度比）14.0%削減 

【中期目標年度】2023年度までに基準年度比（2013年度比）27.2%削減 

【長期目標年度】2030年度までに基準年度比（2013年度比）41.0%削減 
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図 削減目標 
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１．目標達成に向けた取組の基本方針 

削減目標を達成するため、次に掲げる基本方針を制定し、実行していきます。 

① 本市が行うすべての事務事業について、業務の効率化を図りながら、温室効果ガスの排

出抑制に努めます。 

② 本実行計画の実効性及び推進を図るため、毎年、温室効果ガス削減結果を公表します。 

③ 本実行計画の対象施設において、エネルギー使用量等に関する点検、評価又は改善を実

施し、定期的に見直しながら、温室効果ガスの持続的な削減を図ります。 

④ 本実行計画について全職員に周知徹底を図り、温室効果ガス排出抑制意識の高揚を図り

ます。 

 

２．目標達成に向けた取組及びその目標 

（１）運用改善施策 

１）電気使用に関する取組 

ア 照明の適正な使用及び管理 

・照明器具の清掃と老朽ランプの交換を定期的に行います。 

・使用していないエリア（会議室、廊下等）はこまめな消灯を徹底します。 

・日中の窓際の照明は，執務に支障がない限り、消灯します。 

・昼休み時間中や残業時は，不必要な照明を消灯し、必要な範囲のみ点灯します。 

・執務エリアなどで照明の間引きを行います。 

イ 事務機器等の適正な使用及び管理 

・パソコンや OA 機器を長時間使用しないときは、電源を切るか、スタンバイモードなどに

し、待機電力の削減を図ります。 

・パソコンや OA 機器を長時間使用しないときや、退庁時には電源を切り、コンセントかプ

ラグを抜きます。 

・複合機の導入などにより事務機器を集約します。 

ウ 清涼飲料用自動販売機の省エネルギー化 

・自動販売機の設置者に依頼し、適切な温度設定等を行います。 

・自動販売機の設置更新の際は、省エネルギー型を導入するよう設置者に要請します。 

エ その他 

・コージェネレーションシステムの導入を検討し、導入した場合は、発電優先で運転します。 

・エレベーターの作動回数を減らすため、職員は可能な限り，階段を利用します。 

第５章 目標達成に向けた取組 
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・電気式給湯器、給茶器、温水洗浄便座、エアタオル等のプラグをコンセントから抜きます。 

・電気ポットの使用は控えます。 

・冷蔵庫及びテレビなど、電気製品の台数の削減を図ります。 

・温水洗浄便座は保温・温水の温度設定を下げ、不使用時はふたを閉めます。 

・給湯器の設定温度管理を行います。 

・ハロゲンヒーター等の暖房機器を出来る限り個人で使用しないようにします。 

・変圧器の負荷を適正化（変圧器を集約）します。 

・不使用時は変圧器の一次側電源を遮断します。 

・ロードヒーティングやルーフヒーティング等の融雪用機器は積雪状況に応じて手動による

制御を行う等により、可能な限り不要な運転を抑制します。 

・進相コンデンサを増設し、力率を改善します（設備管理施策：実施に費用が発生します）。 

・デマンド監視装置やエネルギー見える化設備（BEMS）を導入し、エネルギー利用の最適

化を図ります（設備管理施策：実施に費用が発生します）。 

 

２）庁舎等燃料使用量の抑制 

ア 空調機器の管理 

・庁舎等内におけるクールビズ及びウォームビズを推進します。 

・冷房中の室温は 28℃、暖房中の室温は 20℃に設定します。 

・冷暖房中の不必要な窓の開閉は，行わないようにします。 

・ブラインドやカーテン等を活用し、冷気や暖気を逃さないようにします。 

・空調室内機のフィルターを定期的に清掃します。 

・使用していないエリアは空調を停止します。 

・始業前や終業時の空調機運転時間短縮を図ります。 

・タイマーの設定などにより空調機器の一斉起動を避けます。 

・換気設備の管理を適正化します。 

・冷凍機、熱源機の出口温度を適正に保ち、動力負荷の軽減を図ります。 

・電気室、サーバー室の空調設定温度を適正温度に設定します。 

・空調室外機の設置箇所を改善します。 

・電気以外の方式（ガス方式等）の空調熱源を保有している場合はそちらを優先運転します。 

・暖房と冷房の同時使用による室内混合損失を避けます。 

・室内の CO₂濃度の基準範囲内で、換気ファンの一定時間の停止、または間欠運転によっ

て外気取入れ量を調整します（設備管理施策：実施に費用が発生します）。 

・ポンプ、ファンにインバータ装置を導入します（設備管理施策：実施に費用が発生します）。 
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イ 灯油・重油の使用量の抑制 

・燃焼空気比の低減により、燃料使用量を削減します。 

・ボイラの伝熱面の清掃などにより廃熱損失を低減させます。 

・ボイラの蒸気圧力、蒸気温度を適正化します。 

・ボイラ水質の維持と熱損失の防止を心がけます。 

・ボイラ稼働率を適正管理します。 

・定期的な点検により、蒸気の漏洩を防止します。 

・不要時のバルブ閉止と配管距離の短縮を行います。 

・スチームトラップの適正管理を行います。 

・ボイラの運転台数を適正化します（厳寒期以外は単独運転）。 

・保温ジャケットなどにより、蒸気配管やバルブの放熱を防ぎます（設備管理施策：実施に

費用が発生します）。 

 

３）車両燃料使用量の抑制 

ア 車両燃料使用量の抑制 

・ふんわりアクセル「ｅスタート」を行います。 

・車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少ない運転を心がけます。 

・減速時は早めにアクセルを離します。 

・エアコンの使用は適切に行います。 

・無駄なアイドリングはやめます。 

・渋滞を避け、余裕をもって出発します。 

・タイヤの空気圧、オイル等の車両点検及び整備を定期的に実施します。 

・不必要な荷物はおろし、車内に載せないようにします。 

・走行の妨げとなる駐車はやめます。 

・公用車の燃費を把握に努めます。 

・遠距離移動の際は、公共交通機関を積極的に利用します。 

 

４）水使用に関する取組 

ア 水使用に関する取組 

・量水器の導入を検討し、漏水のチェックを図ります。 

・節水機器の採用を検討します。 

・水道の使用に当たっては、こまめに水栓を止めます。 

・洗剤の適量使用を徹底します。 
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５）物品使用に関する取組 

ア 物品の節約及び長期的な使用 

・物品の節約と在庫管理を実施し、購入は計画的に行ないます。 

・繰り返し使用可能な物品については、消耗品の交換や修理により長期的な使用に努めます。 

イ グリーン購入の推進 

・電気製品を新規に購入する際は、「国際エネルギースタープログラム」や「省エネラベリ

ング制度」などを選定基準に加えます。 

・環境ラベリング（エコマーク・グリーンマーク等）対象製品の購入を推進します。 

・リサイクル可能な製品や詰め替え可能な製品を購入します。 

ウ 用紙類の合理的な使用 

・両面印刷上両面コピーを徹底します。 

・会議資料等のべージ数や配布部数は、必要最低限の量とします。 

・タブレットや庁内 LAN を積極的に活用し、ペーパーレス化を推進します。 

・外注印刷物は特別の理由がない限り、再生紙の使用を原則とします。 

・両面印刷上両面コピーを徹底します。 

 

６）職員の環境保全意識の向上 

ア 職員の環境保全意識の向上 

・環境保全に関する研修会等へ積極的に参加します。 

・環境保全に関する情報を庁内 LAN 等で提供します。 

 

７）建築物の建設・管理等における配慮 

ア 新電力の活用 

・排出係数の小さい新電力の活用を推進します。 

イ 環境に配慮した建築材料，機器等の使用 

・建設副産物の発生抑制、適正処理を行い可能な場合は積極的な活用を推進します。 

・排ガス対策建設機械の使用を推進します。 

・施行時期や作業時間帯について可能な限り配慮します。 

ウ 施設等の建築及び改修における配慮 

・施設等の建築及び改修の際は、用地の選定から設計・施工・運営に至るまで、環境への影

響を総合的に検討し、省エネ機器や再生可能エネルギーなどを可能な限り導入を図りま

す。 
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８）市民、事業者との協力 

ア 市民、事業者との協力 

・市民に、地球温暖化防止への理解を得て、ごみの減量化・節水・省エネルギー等の協力を

求めます。 

 

（２）設備更新施策 

１）電気使用に関する取組 

ア 照明の適正な使用及び管理 

・従来型蛍光灯を、高効率蛍光灯や LED 照明に交換します。 

イ 事務機器等の適正な使用及び管理 

・OA 機器の導入のときは、高効率機器を採用します。 

ウ その他 

・変圧器を高効率機器に更新します。 

 

２）庁舎等燃料使用量の抑制 

ア 空調機器の管理 

・高効率な空調設備を導入します。 

イ 灯油・重油の使用量の抑制 

・ボイラを高効率機器に更新します。 

 

３）車両燃料使用量の抑制 

ア 車両燃料使用量の抑制 

・低燃費車や電気自動車の導入を推進します。 

 

４）建築物の建設・管理等における配慮 

ア 再生可能エネルギー設備の導入 

・太陽光発電等の再生可能エネルギー設備の導入を推進します。 
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１．推進・点検体制 

本実行計画の推進にあたっては、「赤平市エネルギーの使用の合理化等に関する規程」に基

づき、全庁的に推進します。 

なお、本市においては、計画期間が長期間に及ぶこと、及び継続的に改善する必要がある

ことから実行推進体制と点検・評価体制として、エネルギー管理推進会議を設置しています。 

毎年度、取り組み状況や温室効果ガスの総排出量等を把握するための調査を全庁的に行い、

取り組みの進捗状況を集計します。 

 

図 推進体制 

第６章 事務事業編の進捗管理の仕組み 



25 

 

 

表 組織の内容と構成員 

名称 構成員 内容 

エネルギー 

管理推進会議 

副市長、教育長、各課長 計画の承認、実施状況評価、基礎的な調査の実

施、取り組み・目標の検討、本会議への報告、

各施設における地球温暖化対策の推進、市長へ

の報告 

事務局 総務課、市民生活課 各会議の庶務、内容とりまとめ 

 

表 職員の役割 

名称 構成員 内容 

エネルギー 

管理統括者 

副市長 エネルギー管理推進会議の委員長として、会議の

進行、まとめを行う。 

エネルギー 

管理責任者 

各課長 地球温暖化対策実行計画に関して各課・施設の進

捗確認、改善案の提案、取り組みの推進を行い、

調査や対策検討の指示を出す。 

エネルギー 

管理推進員 

各課・指定管理事業者

担当者（1 名） 

エネルギー管理推進会議で決定した取組を各課・

施設で先導して取り組む。また、毎年度、エネル

ギー使用量調査を行い、事務局に報告する。  

各課・指定管理事業者より 1 名ずつ選任する。 
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２．点検・評価・見直し体制 

本実行計画は、Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Act（改善）の 4 段階を繰

り返すことによって点検・評価・見直しを行います。また、毎年の取組に対する PDCA を繰

り返すとともに、本実行計画の見直しに向けた PDCA を推進します。 

（１）毎年の PDCA 

本実行計画の進捗状況は、推進責任者が事務局に対して定期的に報告を行います。 

事務局はその結果を整理してエネルギー管理推進会議に報告します。エネルギー管理推進

会議は毎年 1 回進捗状況の点検・評価を行い、次年度の取組の方針を決定します。 

 

（２）見直し予定時期までの期間内における PDCA 

エネルギー管理推進会議は毎年 1 回進捗状況を確認・評価し、見直し予定時期（2022 年度）

に改定要否の検討を行い、必要がある場合には、2023 年度に本実行計画の改定を行います。 
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図 12 毎年の PDCA イメージ 
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３．職員に対する情報提供、研修等 

本実行計画を全部局に展開し、着実に推進していくためには、職員一人ひとりが環境の現

状や実行計画の内容に関し、必要な情報や知識を有していることが不可欠であり、事務局は

職員に対して次のような情報提供・研修等を実施します。 

（１）情報の提供 

１） 本実行計画（パンフレット）の配布 

実行計画の目的、役割、取組措置（項目）等基本的事項をわかりやすく取りまとめたパン

フレットを作成して電子情報として配信し、本取組の意義等について全職員の理解を深める

ことにより、自主的な取組を促します。 

 

２） 環境情報の提供 

地球温暖化に関することの他、環境の保全と創造に関する情報について、電子掲示板など

を通じて提供します。また、事務局（総務課、市民生活課）によって取りまとめた市全体の

「温室効果ガス排出量等調査票」の集計結果について、各部局を通して全職員に周知します。 

 

（２）職員研修の実施 

１） 一般研修 

全職員を対象として、環境問題に対する認識と取り組みへの理解を深めることを目的に、

地球温暖化に関する情報、計画の目的と内容、取り組みの内容と方法等について研修を実施

します。 

 

２） 新人研修 

新規採用職員等を対象として、一般研修と同様の研修を実施します。 

 

４．関係団体への協力要請 

本実行計画の推進にあたっては、公共施設の管理受託事業者による温室効果ガスの排出量

削減等の措置が不可欠であるとの観点から、事業者への実行計画の周知を行い、実行計画の

目標・施策・推進体制の共有を図るとともに、本実行計画の推進への協力を要請する。 
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５．年間実施計画 

事務局として年間を通じて実施する取組のスケジュールを設定するとともに、その内

容を職員へ周知します。本実行計画の実施スケジュールは次のとおりです。 

 

図 年間スケジュール 

 

 

６．進捗状況の公表 

本実行計画の進捗状況は、広報あかびらや市のホームページ等で毎年公表します。 
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資料１ 赤平市エネルギーの使用の合理化等に関する規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和54年法律第49号。以下「省

エネ法」「法」という。）及び地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号。

以下「温対法」という。）に基づき、赤平市が管理する施設等（以下「管理施設等」という。）

におけるエネルギーの使用の合理化及び温室効果ガスの排出の削減（以下「エネルギーの使用

の合理化等」という。）を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ エネルギー 省エネ法第２条第１項に規定するものをいう。 

⑵ 温室効果ガス 温対法第２条第３項に規定するものをいう。 

⑶ エネルギー管理 エネルギーの使用の合理化等に関し必要な措置を講ずることをいう。 

（業務の総括者） 

第３条 市長は、管理施設等における効率的かつ効果的なエネルギーの使用の合理化等を図るた

め、別図に定めるエネルギー管理体制を整備するとともに、エネルギーの使用の合理化等を推

進するために必要な措置を講ずるものとする。 

（エネルギー管理統括者） 

第４条 省エネ法第８条の規定により、エネルギー管理統括者を置く。 

２ エネルギー管理統括者は、副市長をもって充てる。 

３ エネルギー管理統括者は、次に掲げる業務を統括管理する。 

⑴ エネルギーを消費する設備の維持に関すること。 

⑵ エネルギーの使用の方法の改善及び監視に関すること。 

⑶ エネルギーを消費する設備の新設、改造又は撤去に関すること。 

⑷ 省エネ法第15条第１項の中長期的な計画の作成事務 

⑸ 省エネ法第16条及び第162条第３項の規定による報告に係る書類の作成に関すること。 

⑹ 温対法第21条第１項の規定による赤平市地球温暖化対策実行計画（以下「実行計画」とい

う。）の決定及び見直しに関すること。 

⑺ エネルギー管理企画推進者、地球温暖化対策統括責任者、エネルギー管理責任者及びエネ

ルギー管理推進員に対する指導に関すること。 

⑻ その他施設全体における総合的なエネルギーの使用の合理化等に向けた取組に関し必要な

事務 

（エネルギー管理企画推進者） 

第５条 省エネ法第９条の規定によりエネルギー管理企画推進者を置く。 

２ エネルギー管理企画推進者は、エネルギー管理士免状の交付を受けている者又はエネルギー

管理講習修了者のうちから、市長が指名する者をもって充てる。 

３ エネルギー管理企画推進者は、省エネ法第８条第１項に規定する業務に関し、エネルギー管
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理統括者を補佐する。 

（地球温暖化対策推進責任者） 

第６条 実行計画の推進・管理をするため、地球温暖化対策推進責任者を置く。 

２ 地球温暖化対策推進責任者は、エネルギー管理士免状の交付を受けている者又はエネルギー

管理講習修了者のうちから、市長が指名する者をもって充てる。 

３ 地球温暖化対策推進責任者は、エネルギー管理企画推進者と連携して、エネルギー管理統括

者を補佐し、次に掲げる業務を行う。 

⑴ 統括者の指示に基づく実行計画の見直しに関すること。 

⑵ 実行計画の実施状況の総括的な管理に関すること。 

⑶ 実行計画に係る職員の研修の実施に関すること。 

（エネルギー管理責任者） 

第７条 省エネルギー活動の推進を図るため、エネルギー管理責任者を置く。 

２ エネルギー管理責任者は、エネルギー管理の必要な施設及び設備等を有する課の課長をもっ

て充てる。 

３ エネルギー管理責任者は、判断基準に基づき、エネルギー管理標準を別に定め、当該施設及

び設備等におけるエネルギー消費について適正な管理に努め、実行計画の推進・管理をするた

め次に掲げる業務を行う。 

⑴ 「目標達成に向けた取組」の実施に関すること。 

⑵ 「温室効果ガスの排出量」の把握及び関係業務の見直し・改善に関すること。 

（エネルギー管理推進員） 

第８条 エネルギー管理推進員は、エネルギー管理責任者の指示を受け、所属する課のエネルギ

ー管理に関する次の業務を行う。 

⑴ エネルギー使用状況の把握、分析、記録及び報告に関すること。 

⑵ エネルギー使用の具体的な対策及び検討に関すること。 

⑶ 「温室効果ガスの排出量」の把握及び報告に関すること。 

⑷ その他エネルギー管理に必要と思われる事項に関すること。 

２ エネルギー管理推進員は、施設を所管する課の職員のうちからエネルギー管理責任者が指名

する者をもって充てる。 

（エネルギー管理体制） 

第９条 エネルギー管理業務を円滑に行うため、別表に掲げるエネルギー管理推進会議（以下「推

進会議」という。）を置く。 

２ 推進会議は、エネルギー管理統括者、エネルギー管理企画推進者、地球温暖化対策推進責任

者及びエネルギー管理責任者をもって組織する。 

３ 推進会議の議長は、エネルギー管理統括者をもって充てる。 

４ 議長は、会務を総理する。 

５ 議長に事故があるとき、又は議長が欠けたときは、議長があらかじめ指名する委員がその職

務を代理する。 
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６ 推進会議の庶務は、総務課及び市民生活課が共同して処理する。 

（推進会議の招集） 

第10条 推進会議は、議長が必要と認めるときに招集する。 

（職員等の義務） 

第11条 職員等は、中長期計画に基づき、エネルギー管理責任者等の指示の下、エネルギーの使

用の合理化等に努めなければならない。 

（エネルギー管理標準） 

第12条 エネルギー管理責任者は、その所管する施設について、エネルギーを消費する設備の運

転並びに保守及び点検その他の項目に関し、エネルギー管理標準を定めるものとし、各施設の

エネルギー管理は、エネルギー管理標準に基づいて行うものとする。 

２ エネルギー管理標準の作成に当たっては、省エネ法第５条に基づく告示で定められた工場等

におけるエネルギー使用の合理化に関する事業者の判断の基準（平成21年３月31日経済産業省

告示第66号）及び取組方針に準拠しなければならない。 

（委任） 

第13条 この規程に定めるもののほか、エネルギーの使用の合理化等に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成30年訓令第５号） 

この訓令は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、エネルギーの使用の合理化等

に関する法律の一部を改正する法律（平成30年法律第45号）の施行の日から施行する。 

 

別表（第９条第１項関係） 

・・・省 略・・・ 
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資料２ 対象組織・施設等一覧（１／３） 

 

 所管課 施設分類 施設名 備考 

1 総務課 行政系施設 市庁舎  

2 総務課 集会施設 コミュニティセンター 市庁舎に合築 

3 総務課 集会施設 コミュニティセンター別館  

4 総務課 その他 西文京町排水機場（街灯）  

5 総務課 その他 泉町排水機場（街灯）  

6 市民生活課 行政系施設 茂尻支所 東公民館に合築 

7 市民生活課 行政系施設 平岸連絡所 平成 29 年 11 月より平岸コミセンに複合化 

8 市民生活課 供給処理施設 じん芥処理場  

9 市民生活課 供給処理施設 し尿貯留施設（浄化センター）  

10 市民生活課 その他 赤平霊園  

11 市民生活課 集会施設 平岸コミュニティセンター 平成 29 年 11 月～ 

12 市民生活課 集会施設 福栄地区集会所他（11 施設） 指定管理等（町内会等） ※対象外 

13 市民生活課 集会施設 住友生活館他（7 施設） 指定管理等（町内会等） ※対象外 

14 市民生活課 保健・福祉施設 住友地区共同浴場  

15 社会福祉課 子育て支援施設 文京保育所  

16 社会福祉課 子育て支援施設 若葉保育所  

17 社会福祉課 子育て支援施設 子育て支援センター 平成 30 年 4 月よりコミセン別館に複合化 

18 社会福祉課 子育て支援施設 赤平児童館  

19 社会福祉課 子育て支援施設 茂尻児童館  

20 社会福祉課 子育て支援施設 文京児童館  

21 社会福祉課 子育て支援施設 平岸児童センター（平岸児童館） 平成 29 年 11 月より平岸コミセンに複合化 

22 社会福祉課 子育て支援施設 豊里児童センター  

23 社会福祉課 集会施設 寿の家茂尻栄町老人クラブ他（9施設） 指定管理等（町内会等） ※対象外 
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資料２ 対象組織・施設等一覧（２／３） 

 所管課 施設分類 施設名 備考 

24 社会福祉課 保健・福祉施設 ふれあいホール  

25 介護健康推進課 高齢福祉施設 愛真ホーム ～平成 29 年 3 月（移譲） 

26 商工労政観光課 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ系施設 エルム高原家族旅行村 指定管理 

27 商工労政観光課 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ系施設 保養センター 指定管理 

28 商工労政観光課 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ系施設 ケビン村 指定管理 

29 商工労政観光課 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ系施設 エルム高原オートキャンプ場 指定管理 

30 商工労政観光課 市民文化系施設 産業研修ホール  

31 商工労政観光課 市民文化系施設 労働資料収集センター  

32 農政課 産業系施設 農産物加工実習センター  

33 農政課 産業系施設 エルムダム  

34 農政課 集会施設 エルムの里ほろおか交流センター 指定管理等（町内会等） ※対象外 

35 建設課 公園 錦町公園他（27 公園）  

36 建設課 その他 道路照明（840 灯）  

37 建設課 その他 ロードヒーティング  

38 建設課 その他 除雪センター  

39 上下水道課 供給処理施設 各配水池  

40 上下水道課 供給処理施設 取水場  

41 上下水道課 供給処理施設 浄水場  

42 上下水道課 供給処理施設 各ポンプ所等（下水道）  

43 学校教育課 子育て支援施設 赤平幼稚園  

44 学校教育課 学校教育系施設 茂尻小学校  

45 学校教育課 学校教育系施設 住友赤平小学校 ～平成 26 年 3 月（閉校） 

46 学校教育課 学校教育系施設 豊里小学校  

47 学校教育課 学校教育系施設 赤間小学校  

48 学校教育課 学校教育系施設 平岸小学校 平成 29 年 11 月より平岸コミセンに複合化（閉校） 
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資料２ 対象組織・施設等一覧（３／３） 

 所管課 施設分類 施設名 備考 

49 学校教育課 学校教育系施設 赤平中学校  

50 学校教育課 学校教育系施設 赤平中央中学校 ～平成 30 年 3 月（閉校） 

51 学校教育課 学校教育系施設 スクールバス車庫  

52 学校教育課 学校教育系施設 学校給食センター  

53 社会教育課 市民文化系施設 東公民館  

54 社会教育課 市民文化系施設 赤平市交流センターみらい  

55 社会教育課 社会教育系施設 赤平市図書館  

56 社会教育課 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ系施設 総合体育館  

57 社会教育課 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ系施設 虹ヶ丘球場  

58 社会教育課 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ系施設 市民プール  

59 社会教育課 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ系施設 パークゴルフ場  

60 社会教育課 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ系施設 市営テニスコート  

61 社会教育課 社会教育系施設 赤平市炭鉱遺産ガイダンス施設 平成 30 年 7 月～ 

62 病院 医療施設 あかびら市立病院（市立赤平総合病院）  

63 消防本部 行政系施設 消防本部 ～平成 26 年 3 月（広域化） 

64 消防本部 行政系施設 救助工作車車庫 ～平成 26 年 3 月（広域化） 

65 消防本部 行政系施設 文京分団詰所 ～平成 26 年 3 月（広域化） 

66 消防本部 行政系施設 茂尻分団詰所 ～平成 26 年 3 月（広域化） 

67 消防本部 行政系施設 平岸分団詰所 ～平成 26 年 3 月（広域化） 

68 その他 その他 公用車   
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資料３ 省エネ診断結果報告書 

 

１．市庁舎 省エネ診断結果報告書 

 

２．保養センター 省エネ診断結果報告書 

 

３．赤平市交流センターみらい 省エネ診断結果報告書 
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